
 

 

「室蘭工業大学 Web 広告等運用業務」に関する提案参加者公募について 

 

令和 6年 6月 4日 

 

 標記の件について、提案参加者を公募しますので、参加希望者は下記担当までご連絡

ください。 

 

 国立大学法人室蘭工業大学 

  総務広報課総務広報係 担 当：宮下 

         T E L：0143-46-5008 

         F A X：0143-46-5032 

         E-mail：koho@muroran-it.ac.jp 

※仕様等については、次項以降に掲載 

 

 公募スケジュール 

  質問受付期限        6月 18日（火）まで 

提案書類提出期限     7月 5日（金）17時まで（必着） 

審査・プレゼンテーション 7月 16日（火）～7月 19日（金） 

審査結果・最終決定通知  7月 24日（水）まで 

契約締結日        7月 31日（水) 

  ※審査・プレゼンテーション以降の日程については前後する可能性がある。 

※質問等がある場合は、上記担当まで受付期限内に電子メールで行うこと。 

 



 

 

 

室蘭工業大学 Web 広告等運用業務 

（公募型プロポーザル方式） 

 

 

 

仕 様 書 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
令和 6 年 6月 

 

国立大学法人室蘭工業大学 

 
 

 



 

1．件名 

  室蘭工業大学 Web広告等運用業務 

 

2.目的 

令和元年に設立 70 周年の節目を迎えた本学は、4 万人を超える同窓生を輩出し、産業界

で活躍しつづける幅広い理工系人材を育てる教育改革を行い、工学部から理工学部へと大

きな変革を行った。 

地域のものづくりとまちづくりへのさらなる期待に応えていき、室蘭工業大学の全国的 

な知名度向上を図るとともに、理工学を志望する受験生、保護者等への訴求効果を高める

ことを目的として、Web広告に関する専門的な知識、学生募集に関する実績、Web動画制作

に関する豊富な実績、大学ブランディング構築に関する豊富な実績等を有する民間事業者

に委託する。 

 

3．業務期間 

  契約締結日～令和 7年 3月 31日（月） 

 

4．事業規模（予算額） 

  税込 12,000,000 円を上限とする。 

  ※うち税込 7,000,000 円（程度）を「Web 広告の企画、運用、分析」に充てること 

 

5．参加資格条件 

 次の①～⑨の条件を全て満たすこと。 

①  国立大学法人室蘭工業大学契約事務取扱規則第５条及び第６条の規定に該当しない者で 
あること。 

②  北海道内に本社又は営業所・支店があること。 

③  過去 5年間に Web 広告等運用業務を大学、法人又は官公庁等から受注した実績がある 

こと。 

④  Googleから「Google Partner または Premier Partner」に認定されていること。 

⑤  国税及び地方税等を滞納していないこと。 

⑥  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく再生手続き開始の申立又は民事再生法 

（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続きの申立がなされている者でないこと。 

⑦  室蘭市暴力団の排除の推進に関する条例（平成 26 年 12 月 16 日室蘭市条例第 39 号） 

第２条第 1 号に規定する暴力団、同条第 2 号に規定する暴力団員、又は同条例第 6 条 

第 1 項に規定する暴力団関係事業者でないこと。 

⑧  北海道暴力団の排除の推進に関する条例（平成 22 年 12 月 17 日北海道条例第 57 号） 

第 14 条又は第 15 条に違反している事実がある者でないこと。 

⑨  本学の経理責任者から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

 

6．Web広告の企画、運用、分析及び Web広告を補完する広報企画等の業務内容 

 ①Web広告の企画、運用、分析 

（１）Web広告の方法 

  ・Google広告（検索連動型広告、ディスプレイ広告、動画広告） 

  ・Yahoo広告（リスティング広告、ディスプレイ広告） 

  ・X広告 

  ・Instagram広告 

  ・LINE広告 
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  ・その他広告 

（２）Web広告の企画・運用 

  受託者は、本学の入学者選抜に関する日程、過去の志願者状況、過去実施した Web広告 

の結果などを踏まえて効果的な配信スケジュールを組み、配信方法については、本学 

が求める人材（受験生、中高生など）及び受験生、中高生などの親世代に届くようなタ 

ーゲティングを行うとともに、効果的な広告媒体及び企画を提案し、本学と協議した 

うえで選定する。 

ディスプレイ広告等で使用する画像及びバナー画像等については、受託者は効果的な画

像等を本学と協議したうえで、5 種類以上企画・制作（撮影、編集等）することとする。 

（３）Web広告の運用に伴う分析 

  受託者は、配信・掲載した Web広告等に関する効果測定や分析方法について提案し、毎 

月本学に配信結果や効果等について報告書を作成し、口頭で報告（オンラインでの報告 

可）する。 

なお、それらを踏まえ、必要に応じて配信媒体や手法等を変更するなど、年間を通じ、改 

善していくものとする。 

  また、必要に応じて臨時的・突発的に報告をする必要が生じた場合には、本学の求めに 

即時に対応するものとする。   

②Web広告を補完する広報企画等の実施 

受託者は、①の Web 広告の企画等とは別に、本学の認知度向上とターゲットとする本学

が求める人材（理工学を志望する受験生、中高生など）の確保に効果的と思われる広報

企画または広告企画について提案を行い、実施するものとする。なお、本提案は、①を効

果的に運用するための広報企画または広告企画とすることも可能とする。 

 

7. 管理体制 

  受託者は、本業務を確実に実施・履行する組織体制（体系図、責任者、役割分担 

等）及び連絡体制を示すこと。 

 

8. 契約に関する条件等 

  (1) 再委託等の制限 

受託者は、業務の一部を再委託することができるが、その場合は再委託先ごとの業務の

内容、制作の体系図及び工程表、再委託先の概要及びその体制と責任者を明記したものを

事前に書面にて報告し、本学の了解を得なければならない。 

(2) 著作権等 

① 選定された者の企画提案書等に係る著作権の帰属については、成果物を本学に引き渡

したときに本学に移転する。ただし、契約締結前にあっては本学に帰属する。選定され

なかった者の企画提案書等に係る著作権は、提案者に帰属する。 

② 撮影等を行う場合、肖像権については事前に同意を得ること。 

③ 受託者自ら制作・作成した著作物に対し、いかなる場合も著作者人格権を行使しない

ものとする。 

④ 第三者等が権利を有している画像等の素材を使用する場合は、事前に権利者から二次

利用を含めた使用の許諾及び事後においても権利の主張を行わない旨の許諾を得たう

えで、必要となる一切の手続き及び使用料の負担は受託者が行うこと。 

⑤ 画像等の著作権・肖像権処理等に関する紛争が生じた場合は、受託者の責任において

対応し、発注者は責任を負わないものとする。 

⑥ 成果物や委託業務で作成した画像等に関する著作権、著作隣接権、商標権、商品化権、

意匠権及び所有権（以下「著作権等」という。）は、発注者が保有するものとする。た

だし、これら媒体に、受託者又は第三者が権利を有する著作物等（以下「既存著作物」

という。）が含まれる場合、その著作権等は、個々の著作者等に帰属するが、使用に必

要な費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続きを受託者が行うものとする。 
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⑦ 本成果物の著作権（著作権法第 27条及び第 28条に規定する権利を含む）は、本学に 

帰属するものとする。 

   ⑧ 受託者は制作にあたって著作権その他第三者の権利を使用するときは、その使用に係 

る一切の責任を負うものとする。 

 

9.個人情報の取扱いについて 

   本業務において個人情報を取扱う場合、受託者は本学が定めた個人情報の取扱いに関す 

る業務委託契約留意事項を遵守するものとする。なお、本学の了解を得て業務の一部を再

委託する場合は、再委託先も同様とする。 

 

10. 代金の支払方法 

   業務終了後、適法な請求書、完了報告書を受理した日の翌月末までに１回で支払うもの 

とする。 

 

11．その他 

  （1）本業務に関連して知り得た事項（本学から提供した「秘密」と明記された資料等）

は、他の目的での使用を禁止するものとし、第三者に開示してはならない。なお、業

務の一部を委託した場合には、再委託先に対しても同様の制限を課すこととする。

また、「秘密」と明記された資料等は、契約終了後に破棄し、本学に報告するものと

する。 

（2）契約上の詳細は、本学契約事務取扱規則によるほか、明記無き事項については双方

協議して定めるものとする。 

 

12．提案の流れ 

(1)選定方法 

所定の期限までに書類を提出すること。また、特別な理由がない限り、すべての提案者

は本学で、企画提案書に基づくプレゼンテーション及び質疑応答を行う。なお、日時等の

詳細は個別に通知するが、状況に応じて、書類選考による１次審査を行う場合がある。 

(2) 提出方法 

提出書類は PDF 形式で保存した以下の①～⑥の書類を E-mail で提出すること。また、

プレゼンテーション当日は、④企画提案書（各６部）及び⑤見積書（各１部）を印刷し、

持参すること。なお、提出書類の返却は行わず、本件に係る一切の費用は企画提案者の負

担とする。 

 

① 企画提案申請書（別添様式①） 

② 参加資格がわかるもの（会社案内・概要、制作実績、「Google Partner または Premier     

Partner」に認定されていることを証明するもの） 

③ 参加資格確認書（別添様式②） 

④ 企画提案書 

企画提案書は以下の内容に沿って A4版で提出すること。企画提案書は提案内容がわ

かりやすい表現で作成し、予算配分やスケジュール上のバランスを熟慮のうえ、優先

順位付けや取組方法等を含めて提案すること。 

・提案する Web広告の企画、運用、分析の業務内容 

・Web広告を補完する広報企画等の業務内容 

・実施スケジュール 

・業務体制  

本業務を確実に実施・履行する組織体制（体系図、責任者、役割分担等）及び連絡

体制 
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⑤ 見積書 

  詳細な金額内訳を記載すること。（作業人員や作業時間などを記載） 

⑥ 責任者及び業務従事者の管理・実施体制等証明書（別添様式③） 

 

 

(3) スケジュールと審査の流れ（令和 6年） 

質問受付期限       6月 18日（火）まで 

質問に対する回答     6月 21日（金） 

提出期限         7月 5日（金）17時まで（必着）  

審査・プレゼンテーション 7月 16日（火）～7月 19日（金） 

審査結果・最終決定通知  7月 24日（水）まで 

契約締結日        7月 31日（水) 

※審査・プレゼンテーション以降の日程については前後する可能性がある。 

※質問等がある場合は、(4)に記載の担当部署まで受付期限内に E-mailで行うこと。 

※受け付けた質問については、参加するすべての企画提案事業者に公開するものとす

る。 

 

(4) 提出先・問い合わせ先 

室蘭工業大学 総務広報課 秘書広報係 宮下 

〒050-8585 室蘭市水元町 27番 1号 

E-mail: koho@muroran-it.ac.jp 

 

  

mailto:koho@muroran-it.ac.jp
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別添様式① 

 

室蘭工業大学 Web広告等運用業務 

企画提案申請書 

 
 

                            令和  年  月  日 

 

 

国立大学法人室蘭工業大学長 殿 

 

 

                    事業者名 

                    代表者氏名             

 

 

このことについて，下記のとおり関係書類を添えて申し込みいたします。 

 

記 

 

フリガナ  

事業者名  

所在地 

（本社が北海道外の場合は、 

道内の営業所も併記） 

〒 

業種  

担当者の連絡先 

担当部署： 

担当者： 

電 話： 

Ｅメール： 
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別添様式② 

 

室蘭工業大学 Web広告等運用業務 

参加資格確認書 

 

                            令和  年  月  日 

 

住所 

                    事業者名 

                    代表者氏名             

 

当社は、次のとおり参加資格を満たしていることを報告します。 

 

項目 
該当する場合は○を記

入してください。 

(1) 当社は、国立大学法人室蘭工業大学契約事務取扱規則第５条及

び第６条の規定に該当する企業ではありません。 
 

(2) 北海道内に本社又は営業所・支店があります。 
 

(3) 当社は、過去 5年間に、Web広告等運用業務を大学、法人又は

官公庁等から受注した実績があります。 

 

(4) 当社は、Google から「Google Partner または Premier 

Partner」に認定されています。 

 

(5) 当社は、国税及び地方税等を滞納していません。  

(6) 当社は、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく再生

手続き開始の申立又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

に基づく再生手続きの申立がなされている者ではありません。 

 

(7) 当社は、室蘭市暴力団の排除の推進に関する条例（平成 26年 12

月 16日室蘭市条例第 39号）第２条第 1号に規定する暴力団、

同条第 2号に規定する暴力団員、又は同条例第 6条第 1項に規

定する暴力団関係事業者ではありません。 

 

(8) 当社は、北海道暴力団の排除の推進に関する条例（平成 22 年

12月 17日北海道条例第 57号）第 14条又は第 15条に違反して

いる事実がある者ではありません。 

 

(9) 当社は、貴学の経理責任者から取引停止の措置を受けている期

間中の者ではありません。 
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別添様式③ 

 

責任者及び業務従事者の管理・実施体制等証明書 

 

 令和  年  月  日 

 

国立大学法人室蘭工業大学 殿 

 

                    受注者（又は競争加入者） 

                      住  所 

                      会 社 名 

                      代表者名 

 

貴学との業務委託契約の履行に当たっての責任者及び業務従事者の管理・実施体制等につい

て、下記のとおり証明します。なお、記載内容に変更のある都度、再提出します。 

 

記 

 

１．責任者 部署名： 

      役職名：           氏名： 

 

２．責任者及び業務従事者の管理・実施体制 

 （記載例） 

 

                               〇〇業務担当（〇名） 

 

 

 〇〇業務担当（〇名） 

 

３．受注者（又は競争加入者）における個人情報の管理の状況に係る検査 

 （記載例） 

当社は、すべての事業で取扱う個人情報について、個人情報の取り扱いに関する法令・国が

定める指針その他の規範を遵守いたします。また、月次で「運用確認チェックリスト」に基づ

く運用確認を、年次で「個人情報保護監査チェックリスト」に基づき運用管理体制の内部監査

を行っております。 

 

４．業務履行に当たり個人情報を取扱う際には、貴学が定めた個人情報の取扱いに関する業務委

託契約留意事項を遵守いたします。 

 

委託者 

（室蘭工業大学） 

責任者 

（受託者） 

〇〇担当 

リーダー 

 


